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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，財団法人日本規格協会(JSA)から，工業標準

原案を具して日本工業規格を制定すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大

臣が制定した日本工業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 
この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権又は出願公開後の実用新案登録出願に

抵触する可能性があることに注意を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許

権，出願公開後の特許出願，実用新案権又は出願公開後の実用新案登録出願に係る確認について，責任は

もたない。 

JIS X 5810 の規格群には，次に示す部編成がある。 

JIS X 5810-1 第 1 部：インターネットメッセージ本体のフォーマット 

JIS X 5810-2 第 2 部：メディア型 

JIS X 5810-3 第 3 部：非 ASCII テキストへのメッセージヘッダ拡張 

JIS X 5810-5 第 5 部：適合基準 
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日本工業規格          JIS 
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多目的インターネットメール拡張(MIME)－ 
第 3 部：非 ASCII テキストへのメッセージヘッダ拡張 

Multipurpose Internet Mail Extensions (MIME)－ 
Part 3: Message Header Extensions for non-ASCII text 

 
序文 

この規格は，1996 年 11 月に Internet Engineering Task Force (IETF)から公表された RFC 2047，Multipurpose 

Internet Mail Extensions (MIME) Part Three: Message Header Extensions for Non-ASCII Text を基に，技術的内容

及び構成を変更することなく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で側線を施してある箇所は，RFC 2047 にない事項である。 

インターネット公式プロトコル規定 STD 11 である RFC 822 では，US-ASCII メッセージヘッダについて

多くの詳細を規定したメッセージ表現プロトコルを定義しているが，メッセージ内容，すなわち，メッセ

ージ本体については，構造のない US-ASCII テキストだけとしている。JIS X 5810 の規格群は，多目的イ

ンターネットメール拡張又は MIME と総称され，次のことを可能とするために，メッセージのフォーマッ

トを再定義する。 

a) US-ASCII 以外の文字集合でのテキストのメッセージ本体 

b) 非テキストのメッセージ本体のための異なるフォーマットの拡張集合 

c) マルチパートのメッセージ本体 

d) US-ASCII 以外の文字集合でのテキストのヘッダ情報 

MIME を規定する JIS X 5810 の規格群は，RFC 934，STD 11 及び RFC 1049 に文書化されている初期の

成果に基づくが，それらを拡張及び改正する。RFC 822 では，メッセージ本体についてはごくわずかに示

しているだけなので，JIS X 5810 の規格群の大部分は，RFC 822 の改正というより，RFC 822 を補う。 

 

1 総則 

1.1 適用範囲 

この規格は，JIS X 5810 の規格群の第 3 部であり，インターネットメールヘッダフィールドの中で非

US-ASCII データを可能にするための RFC 822 の拡張について規定する。 

注記 JIS X 5810 の規格群の第 1 部(JIS X 5810-1)の原規定は RFC 2045，第 2 部(JIS X 5810-2)の原規

定は RFC 2046，第 3 部(JIS X 5810-3)の原規定は RFC 2047，第 5 部(JIS X 5810-5)の原規定は RFC 

2049 である。RFC 2045，RFC 2046，RFC 2047 及び RFC 2049 は，RFC 1521，RFC 1522 及び RFC 

1590 の改正であって，RFC 1521，RFC 1522 及び RFC 1590 は RFC 1341 及び RFC 1342 の改正

であった。附属書 B に，過去の版との違い及び変更について記載する。 

1.2 概要 

JIS X 5810-1 は，多くの文字集合で符号化されたテキスト本体部分を表すための機構を，そのような本


